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研究成果の概要（和文）：本研究では、地方自治体における政策立案、実施の基礎となる各自治体の総合計画
と、地域の社会・経済の持続可能性との関係を明らかにする。各自治体の基本構想部分に着目し、実際に九州地
方の自治体の総合計画をテキスト分析を行い、各自治体の持続可能性に対する政策志向を指標化した。そのうえ
で、持続可能性指標として、各自治体ベースで推計された新国富指標とテキスト分析結果を検証したところ、総
合計画に示された自治体の政策志向が持続可能性に一定の影響を与えている反面、人的資本や自然資本などに対
する政策的志向が高い自治体であっても、それらの資本の増加が十分に得られていない可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study clarifies the relationship between each municipality's basic plan
 and the social and economic sustainability of the region. Focusing on the basic concept part of 
each municipality, we conducted a textual analysis of the actual basic plans of municipalities in 
the Kyushu region to index each municipality's policy orientation toward sustainability. The results
 show that the index based on the text analysis of municipalities'  basic plan has a certain impact 
on each municipality's inclusive wealth index, one of the sustainability indexes revealed in each 
region. On the contrary, results also show that the increases in policy orientation toward human and
 natural capital cannot increase the amount of human and natural capital in the municipality. 

研究分野： 環境経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では各自治体の総合計画のテキスト分析によって、各自治体の政策的志向を指標化することで、各自治体
の政策的取り組みがどのような方向性を持っているか明らかにする試みを行っている。これまで個々の自治体の
政策的取り組みは統計学的な分析では、十分に明らかにできなかったが、本研究で示した自治体の政策の方向性
を示すことができる指標化を用いることで、各自治体が今後どのような政策的志向を持つことが、持続可能な自
治体運営を行えるか明らかにする様々な分析に応用可能である。そのため、学術的波及効果が高く、かつ地方経
済・社会の在り方を模索する日本における政策的示唆を十分に含む研究成果であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
気候変動問題などの深刻化から、社会・経済の持続可能性に関して、より一層の注目、議論が

起きている。こうした状況において、国連による持続可能な開発目標（SDGs）の設定を契機に、
様々な地域、経済主体の取り組みが加速している。日本政府においても、2017 年に SDGs 実施
指針を策定し、持続可能な社会づくりのための施策を進める方針を打ち出している。しかし、持
続可能な社会・経済を自治体やローカルコミュニティなどのより、小さな地域レベルでいかに実
現するか、具体的な施策は打ち出されていない。とくに急激な少子高齢化が進み、地方自治体の
持続可能性が危ぶまれている日本において、持続可能な社会・経済を自治体ベースで実現するこ
とは、今後の重要な政策課題であるといえる。 
具体的な施策が打ち出せない大きな原因は、自治体の持続可能性を示す各種指標と実際の取

り組みを結びつける政策評価手法の欠如にあると考えられる。日本の多くの自治体では、施策を
評価するための定量的データの蓄積が不足しているだけでなく、施策と持続可能性の因果関係
を結びつけるための頑健な計量分析手法の適用が難しい。そのため、既存の定量的評価手法だけ
でなく、取り組み全体に対する包括的な評価を行う政策評価手法が必要となる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、地方自治体における政策立案、実施の基礎となる各自治体の総合計画と、地域の
社会・経済の持続可能性との関係を明らかにする。総合計画は、各地方自治体が中長期的に目指
すべき地方行政の在り方を取りまとめたものであり、その計画が基盤となり、実際の施策の立案
と実施が進められる。そのため、自治体での社会、経済の持続可能性を示す指標と総合計画の内
容との関係性を分析することによって、どのような総合計画を策定すれば、自治体の持続可能性
が担保されうるのか、明らかにすることができる。具体的には、各自治体が作成している基本計
画のテキストデータにもとづいて、各自治体が持続可能性に対して、どのような政策志向を持つ
のか、テキスト分析により指標化を行う。そのうえで、指標化された政策志向の結果が、どのよ
うに各自治体の持続可能性に影響をするのか、自治体の持続可能性を担保する可能性が高いと
考えられる新国富指標と、作成された政策志向指標との関係性を分析する。最終的に現状の各自
治体の総合政策が各自治体の持続可能性に寄与しているか、計量分析によって明らかにする。分
析の結果から、総合政策や地方自治体における持続可能性を担保しうる政策志向の在り方につ
いて、提言を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では各自治体が作成している基本計画をテキストデータ化し、そのテキストデータを
テキストマイニングの手法を用いて解析する。解析結果から、各自治体がどのような政策的志向
があり、その志向が持続可能な自治体運営に寄与しているか検証を行う。本報告書では、現在の
分析の中でも一部の分析結果について言及する。 
 本研究では、全国中でも九州の全市区町村の総合計画資料を収集し、テキストデータ化する。
テキストデータ化したうえで、各市区町村のテキストデータを解析し、持続可能性への寄与程度
を把握するための複数のテキストデータ指標を作成する。そのうえで、各市区町村における持続
可能性指標データと結合し、持続可能性指標と各テキストデータ指標との関係性を計量分析に
よって分析する。 
 本研究では持続可能性指標として、国連開発計画において作成されている新国富指標
(Inclusive wealth index)を用いる（UNEP, 2023）。国連から発表されている新国富指標自体は
各国ベースでの指標化であるが馬奈木ら（2016）が日本の各自治体レベルでの推計も行っており、
本研究はその推計データを各自治体の持続可能性指標として用いる。 
一方で、今回、本報告書で示す分析では、テキストデータ指標として、各持続可能性に関連す

るワードの頻出程度を指標化したものを、各自治体の総合計画における持続可能性の考慮程度
を測る変数として用いる。今回の分析は各自治体の総合計画のなかでも、基本構想部分に着目し、
基本構想部分において、新国富指標を構成する人的資本、自然資本、人工資本それぞれの資本に
関連した名詞が、基本構想全体の名詞のなかで、どの程度、頻出しているか、比率を求めて、各
自治体のテキストデータ指標として用いている。 
  
４．研究成果 
４.１ 本研究課題の中核となる研究の結果 
 前章の分析方法にもとづいて基本構想識別可能であった九州地方の自治体の新国富指標と持
続可能性に関するキーワードの頻出程度から作成したテキスト指標の関係性を示したものが図
1である。横軸に各自治体の基本構想中における各資本に関連した名詞（ワード）の頻出比率を
とり、縦軸に各自治体の新国富指標（人的資本、自然資本、人工資本を合算したもの）の 2010
年から 2015 年の変化率をとったプロット図を示している。この図では、各資本に関連するワー
ドが基本構想に占める割合を示す各インデックスが高いほど、新国富指標が向上している傾向
が見受けられる。しかし、実際に各インデックスと新国富指標の単回帰分析の結果では、10％水



準で有意な関係性が見られたのは、新国富指標と人工資本インデックスのみであった（表 1単回
帰モデル推計結果参照）。推計の結果、人工資本インデックスの上昇が新国富指標を増加させる
結果が示された。この結果は、人工資本に対して注力した政策志向を、基本構想により織り込ん
だ自治体ほど、新国富指標が増加する傾向があるという結果を示している。 
 しかし、こうした結果は人工資
本の増加を志向する自治体ほど、
持続可能性が高まるという帰結を
示す結果とは必ずしも解釈できな
い点が想定できる。第 1 に基本計
画策定時において、人的資本や自
然資本に対する取り組みにより注
力する必要性があると考える自治
体の特性にある。この 2 つの資本
が減少するという問題が顕在化し
始めた自治体が、そのための施策
方針を基本構想により多く入れる
可能性が高い。人的資本、自然資
本を増加させようとする自治体自
体は、総合計画策定時にはこれら
の資本が減少段階にあると考えられる。そのため、人的資本インデックス、自然資本インデック
スが高い自治体ほど、新国富指標が減少するような関係性が見えてしまう可能性がある。またこ
れらの資本の増加に対するアプローチは、人工資本に対する取り組みよりも、政策効果が得られ
るのにより時間がかかる。つまり、今回の結果は短期的に、人工資本を増加させることが、持続
可能性指標を早期に上昇させることができるという結果を示している可能性が高いといえ、長
期的な持続可能性を実現するためには、人工資本以外の資本増加が具体的な政策志向が示され
たのちに、どの程度のタイムラグを生じて発生するのか、より詳細な分析の上で、議論を行う必
要があると考える。 
第 2 に各資本を増加させようとする政策志向の相乗的な効果を考慮する必要性がある結果が

示された。持続可能な地域の社会・経済活動を想定した場合、単純に人工資本を作るだけではな
く、人工資本の建設と、その資本を有効活用する人的資源がともに増加して初めて地域の持続可
能性が向上したといえる。本分析においても、各資本インデックスの交絡効果を考慮した分析モ
デル（表 1 交差項モデル推計結果参照）の推計結果を見ると、各資本のテキストインデックス
単独での新国富に与える影響は、人的資本、自然資本ともに有意ではなく、人工資本は有意に負
の関係性を示している。一方で、自然資本と人工資本の交差項（人的資本×人工資本）について
は、正に有意な関係性を示している。この結果は人工資本が人的資本の増加を伴って有効活用さ
れた場合に、持続可能性が増加する可能性を示唆している。 
 こうした考察から、本研究で当初
仮定していた通り、各自治体の総合
計画は、各自治体固有の政策志向を
示すものであり、その志向が一定以
上に成果を伴う形で、各自治体の持
続可能性に出現している可能性を示
す結果といえる。ただし、前述の通
り、総合計画の内容は、自治体の現状
を踏まえたうえで作成されているた
めに、人的資本や自然資本のような、
政策を充実させたとしても、それら
の資本を増加させるまでに時間を有
すると考えられる。こうした総合計
画の策定と実際の政策効果とのタイ
ムラグを考慮した分析モデルを構築
する必要がある。本研究課題のこう
した成果を反映させ、最終的な成果
として論文を取りまとめ、国際学術
誌への投稿を目指す。 

 

４.２  その他関連研究の結果概要、並びに研究成果 
 本研究では中核となる研究以外に、関連研究として、いくつかの研究を進展させた。代表的な
研究としては、市町村が合併後の自治体の組織運営改善の努力が、財政面での持続可能性にどの
ような影響を与えたか検証した（Hirota et al, 2022）。当該研究では、市町村合併後の市町村
で行われていた職員研修に着目し、合併をした市町村において、新たに同じ自治体となった自治
体内で職員間での合併後の職務に関する職員研修を行ったどうかが、合併後の自治体の財政状

 テキストインデックス 単回帰モデル 交差項モデル 

人的資本 0.0457 0.2600 

自然資本 -0.2500 0.5476 

人工資本 0.6559* -1.5506** 

人的資本×自然資本   -15.8358** 

人的資本×人工資本   17.7226** 

人工資本×自然資本   11.8425 
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図 1 各資本に関するテキストインデックスと新国富指標との関係性 

表 1 各テキストインデックスが新国富指標に与える影響分析結果 

注）紙面の都合から、定数項の推計結果、並びに標準誤差などの統計量を省
き、係数の推計値のみを示す。推計された各係数に付された*は t 検定により、
10％水準で有意、**は 5％水準で有意であることを示している。 



況にどのような影響を与えたか、検証を行った。本研究では、独自に行った自治体アンケートの
結果（合併後の職員研修の有無）と、自治体の各種財政データにもとづいて、因果推論にもとづ
くより頑健な推計結果が得られる計量手法を用いて、合併後の職員研修の効果を分析した。分析
の結果、職員研修の実施が長期においては、自治体の財政状況に与える影響は統計的に有意な影
響が示されなかったものの、職員研修を行っていた自治体においては、一定の財政支出削減効果
が合併直後に発揮された結果が示された。こうした結果は、今後の持続可能な自治体運営を行う
上で、さらなる自治体の再編に向けて、合併前後での組織的なマネジメント構造の改良の努力が
有用である結果を示唆していると考えることができる。 
またそのほかにもテキスト分析や、地域の社会・経済の持続可能性に関連する本研究課題の関

連研究を行った。現在まで本研究課題の関連研究として複数の公刊論文（国内外の学術誌）、学
会発表を行い、研究成果を発信している。 
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